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基本方針・要求規模

1 投資の重点化・効率化

重要港湾に 
おける小規 
模施設等の 
整備 

港湾における地震 
災害への対応力強化 

平成19年度 
要　求　額要　求　額 

平成18年度年度 
当初予算額当初予算額 

 

増　減増　減 平成19年度 
要　求　額 【ハリ】【ハリ】 【ハリ】 

スーパー中枢港湾 
プロジェクトの推進 

港湾における地震 
災害への対応力強化 563億円 503億円 60億円 

521億円 381億円 140億円 

平成18年度 
当初予算額 

 

増　減 

スーパー中枢港湾 
プロジェクトの推進 

地方港湾（内地） 
の整備 

対
前
年
度
伸
び
率
（
％
） 

△10％ △ 11％ 

△ 21％ △ 21％ 

＋ 12％ ＋ 12％ 

＋ 37％ ＋ 37％ 

【メリ】 
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重要港湾における 
小規模施設等の整備 

地方港湾（内地）の整備 
注）上記計数は国費で公共事業分である。 

190億円 214億円 △24億円 

 45億円 57億円 △12億円 

平成19年度 
要　求　額要　求　額 

平成18年度年度 
当初予算額当初予算額 

 

増　減増　減 【メリ】【メリ】 平成19年度 
要　求　額 

平成18年度 
当初予算額 

 

増　減 【メリ】 

① 投資のメリハリ

事業の「選択と集中」により予算要求の重点投資をさらに進め、より一層効率的・効果的な事業実施に努める。

② 事業実施港数・箇所数

我が国全体での歳出改革が重要な課題となっているなか、限られた予算要求により政策課題へ適切に対

応し、整備の緊急性や官と民、国と地方の役割分担等の観点から投資の重点化を図るため、地方港湾への

新規投資を抑制する。また、重要港湾においても、事業実施箇所数のより一層の削減を図る。

●地方港湾における事業実施港数の削減

●重要港湾における事業実施箇所数の削減
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●平成19年度予算要求における投資のメリハリ
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第一部　港湾関係事業

③ 「改良」により既存ストックを有効に活用

新規施設の「建設」のみならず、既存ストックを「改良」することによって、その質を減ずることなく

有効に活用していく。
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：係留施設の改修事業に占める改良のシェア（施設数ベース） 

16% 16%

36%
46% 47%

31%29%
22%21%

改修事業に占める改良のシェア

④ 港整備交付金の活用

水産庁との連携により地方港湾・第一種漁港の施設整備を効率的に実施するために、事業間での融通や

年度間での事業量の変更が可能な港整備交付金（地域再生基盤強化交付金の一環として内閣府に一括計上）

について、地方の実情に配慮しつつ、その一層の活用を進める。

効　果 ・地域での同一課題を、港湾事業と漁港事業とが連携して推進 
・地域の自主性や裁量性により、効率的な事業実施が可能 

⑥交付 

①地域再生計画の申請 

④各年度の予算要望 

③地域再生計画の認定 内閣府 

⑤配分・移替え 

国土交通省 水産庁 
事業間の進度調整 

港湾施設a

漁港施設 

事業量の年度間調整OK

港湾施設b

次年度 地方公共団体 

事業スキーム 執行の弾力化 

［予算の一括計上］ 

②計画に 
　対する同意 

地
方
公
共
団
体 

港
湾
・
漁
港
施
設
の
事
業
費 

漁港施設 

【港整備交付金のスキーム】



27

Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進

⑤ コスト構造改革の推進

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」に基づき、これまでの取り組みに加え、公共事業のす

べてのプロセスをコストの観点から見直した「国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム」（平成15

年3月）を踏まえ引続き推進する。

見直し内容 

数値目標 

主要な施策 

①事業のスピードアップ（8施策） 

②計画・設計から管理までの各段階における最適化（14施策） 

③調達の最適化（12施策） 

 

従来の工事コストの縮減に加え、次の項目も評価 

①規格の見直しによるコストの縮減 

②事業のスピードアップが図られることによる便益の向上 

③将来の維持管理費の縮減 

平成15年度から5年間（社会資本整備重点計画と整合）で、平成14年度と比較して、 
15％の総合コスト縮減率を達成する。 
港湾整備事業：平成16年度　6.6％（施策の効果による資機材等物価の縮減率：－0.9％含む ） 

～港湾の施設の技術上の基準の性能規定化～ 

　港湾構造物のコスト縮減を図る観点から、平成19年度より港湾の施設の技術上の基準を現行
の仕様規定から性能規定に変更する予定。これに伴い、創意工夫を活かした新たな設計方法が
可能となることから、国土交通大臣が定めた方法以外の設計に関する技術基準との適合性を国
又は登録確認機関が確認する制度を創設する。この登録確認機関の技術力を確保するため、登
録要件の審査を厳格に行うとともに、必要に応じて適合命令、改善命令、立入検査を実施する
など、港湾施設の安全確保に対し万全を期す。 

合計34施策 

総合コスト縮減率 

港湾管理者の長／都道府県知事 
による審査 

国土交通大臣が 
定めた方法以外 
の設計方法 

国又は登録確認機 
関による確認 

国土交通大臣が 
定めた設計方法 

建設又は改良 

性能基準に基づく設計 

抵抗力抵抗力

波力波力

波力波力（水平成分水平成分）

波力波力（鉛直成分鉛直成分）

抵抗力抵抗力

標準的な設計事例

堤体縮小
（コスト縮減）

抵抗力

波力

波力（水平成分）

波力（鉛直成分）

抵抗力

高度な設計事例

堤体に作用する波
力を制御するのに
必要な抵抗力（堤
体重量）を確保

堤体に作用する波
力を分散させるこ
とにより、必要な
抵抗力を低減

堤体の縮小
（コスト縮減）が可能

【性能基準における適合性確保のスキーム】 【技術基準の性能規定化のメリット】
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第一部　港湾関係事業

⑥ PFIの活用による効率的な事業の推進

中枢・中核国際港湾の公共コンテナターミナルやプレジャーボートの係留・保管施設において、民間の

資金、経営ノウハウを活用するPFI手法の導入による効率的な事業を推進する。

◆港湾におけるPFI事業実績例

事　　業　　名 事業主体 事業箇所 

常陸那珂港北ふ頭公共コンテナターミナル施設の整備及び 
管理運営事業 

ひびきコンテナターミナルＰＦＩ事業 

広島ボートパーク整備運営事業 

名古屋港ガーデンふ頭東地区臨港緑地整備等事業 

茨城県 

北九州市 

広島県 

名古屋港 
管理組合 

東海村 

北九州市 

広島市 

名古屋市 

平成１２年６月～平成３２年６月 

平成１６年２月～平成４１年３月 

平成１８年２月～平成３９年９月 

平成１６年７月～平成３２年３月 

事業期間 

ガントリークレーン 

コンテナ船 

岸壁 

港湾整備事業 港湾機能施設整備事業（起債） PFI事業 

ふ頭用地 

管理棟 トランスファー 
クレーン 

荷役機械 荷役機械 

ガントリークレーン 

コンテナ船 

岸壁 ふ頭用地 

トランスファー 
クレーン 管理棟 

 

【PFI事業のイメージ（コンテナターミナル）】

⑦ 入札・契約手続の改善

入札・契約手続に関して、2億円以上の工事について実施している一般競争入札方式を2億円未満の工

事についても積極的に試行することにより、競争性の向上を図る。

また、「随意契約見直し計画」を受け、随意契約によることが真にやむを得ないもの以外は、遅くとも

平成19年度から一般競争入札等に移行するなど、入札・契約手続の透明性・競争性の向上を図る。

⑧ 公共工事の品質確保について

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」等に基づき、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落

札者を決定する総合評価方式については、簡易型総合評価方式の活用等を図りつつ、総合評価方式の適用

工事を拡大するとともに、いわゆるダンピング受注に係る公共工事の品質確保及び下請業者へのしわ寄せ

の排除等の対策を講じることにより、公共工事の品質確保の促進を図る。




